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平成29年５月15日 

各 位 

会 社 名 株式会社キタムラ 

代表者名 代表取締役社長 浜田 宏幸 

（コード番号 2719） 

問合せ先責任者 取締役管理部長 菅原 孝行 

（TEL 045-476-0777） 

 

資本業務提携、第三者割当による新株式発行、株式の売出し並びに 

主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社の異動に関するお知らせ 

 

当社は、平成29年５月15日開催の取締役会において、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社（代

表取締役社長兼CEO増田宗昭、以下「CCC」）との間で、資本業務提携（以下、「本資本業務提携」）を行うこと

を決議するとともに、CCC に対する第三者割当による新株式発行（以下、「本第三者割当」）を行うことについ

て決議しましたので、以下のとおりお知らせいたします。 

なお、本第三者割当と併せて、CCC は当社株主１名から当社株式を取得（以下、「株主からの株式取得」）す

る予定であり、本第三者割当及び株主からの株式取得により、当社の主要株主である筆頭株主の異動が見込ま

れますので、併せてお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．本資本業務提携の概要 

 

１.資本業務提携の目的と理由 

当社グループは「写真で実感する幸せ」をお客様にお届けすることが企業価値創造の中核であるとの認識の

もと、事業の長期的な成長を重視し、「社会のデジタル化に対応した写真事業」への変革を目指しております。 

すべての活動を「プリントにつなげる」戦略に基づき、写真づくりを楽しむ「photo+（フォトプラス）」

コーナーの活用、デジタルカメラ・スマートフォンのシェアアップ、オムニチャネルの推進などに取り組んで

まいりました。 

そうした中、スマートフォンの販売を取り巻く環境の激変や中長期的な既存商品の市場縮小という事態に対

し、そのような事業環境下でも利益が確保できる体制を確立するとともに、収益と成長が見込める分野に経営

資源を振り向けていくために、当社グループは平成29年２月14日に公表のとおり、事業構造改革の実施を決

定いたしました。 

 

一連の事業構造改革を通じ、店舗の戦略的再配置、事業別の採算管理の徹底、経費の抜本的見直しを進める

と同時に、店舗接客力とＥＣによる情報力・機動力を融合した当社独自のオムニチャネルを推進し、写真の新

たな楽しみ方を可能とするビジネスモデルの早期確立に取り組んでいるところです。 

 

一方、CCC はライフスタイルを提案する企画会社であります。CCC は、当社の株式 5.58％を保有する株主で

あり、書籍・CD・DVDの販売及びDVD・CD・コミックのレンタルを行う「TSUTAYA」、DVD・CD・コミックのネッ

ト宅配レンタルサービスの「TSUTAYA DISCAS」やインターネット通販の「TSUTAYA オンラインショッピング」、

全国でご利用いただける共通ポイントカードサービス「T ポイント（T カード）」、生活提案型商業施設である

「T-SITE」「蔦屋書店」などの生活提案プラットフォームを通じて、「ヒトと世の中をより楽しく幸せにする環

境＝カルチュア・インフラ」を創造しております。 
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当社と CCC は、平成 25 年 8 月 9 日に資本業務提携契約を締結して以来、既存写真市場におけるシェア拡大

などをめざし、複合商業施設 T-SITE への出店、TSUTAYA 店への併設出店、T ポイント（T カード）との更なる

連携強化、また連結子会社のラボネットワーク（写真卸販売事業を展開）とCCCの連結子会社であるフォトク

リエイト社との業務提携等を通じ、協力関係を築いてまいりました。そうした中、事業構造改革を強力に推進

し、オムニチャネル戦略を一層加速させ、幅広い年代層のお客様に対し新たなイメージング体験をご提供する

ことで企業価値創造を目指す当社と写真領域を重要事業ドメインと考え、ライフスタイル提案企業として写真

を通じた生活提案の強化をしていきたいとするCCCの中長期的な方向性が合致しており、今までの関係性をよ

り深めることで相互にシナジーが得られることを確認し、本資本業務提携を行うことを決定いたしました。 

具体的には、当社の有する「カメラのキタムラ」「スタジオマリオ」などのリアル店舗ネットワークをはじ

め、800万人のキタムラネット会員およびイメージングビジネスにおける当社独自ノウハウとTSUTAYA/蔦屋書

店、T-SITE をはじめ、約 6,000 万人のＴ会員の顧客基盤を通じたライフスタイル提案力や店舗企画力といっ

たCCCの有する経営資源の融合を加速させることで、両社の提携関係を一層強化いたします。結果として、顧

客満足度の高い商品・サービスの開発が可能になること、両社の顧客基盤が補完的であり相互の顧客基盤への

クロスセル実施が可能となること、CCC 傘下の写真事業統括会社（株式会社 CCC フォトライフラボ）との連携

が一層深まりイメージングに関わる事業開発のスピードアップが図れること等、事業シナジーが期待できるこ

とを総合的に勘案し、本資本業務提携が当社の企業価値向上に繋がるものであると判断いたしました。 

 

２. 業務提携の内容 

当社は、以下の分野においてCCCとの間で業務提携の具体化を進め、両社の事業拡大並びに企業価値の向上

に努めてまいります。 

(1) 当社における既存イメージングビジネスの収益性向上及び付加価値化 

(2) 当社における店舗網の再構築及び新業態開発 

(3) 両社のデータベースを活用したオムニチャネル戦略の加速 

(4) 当社における新商品・サービス・新ビジネスモデルの確立 

(5) 両社におけるモバイル関連の独自商品・サービスの共同開発 

(6) 当社における業務改善とコスト効率化 

 

３.資本提携の内容 

当社は、本第三者割当により、CCC に当社の普通株式 3,000,000 株（本第三者割当後の所有議決権割合

14.36％）を割り当てます。また、本第三者割当と併せて、CCC は 2,207,800 株（本第三者割当後の所有議決

権割合 10.57％）を、株主から株式取得をする予定であります。資本提携の詳細は、下記「Ⅱ.第三者割当に

よる新株式の発行について」及び「Ⅲ.株式の売出し」をご参照ください。 

 

４．取締役の派遣 

当社及び CCC は、本資本業務提携において、CCC から当社に対する取締役の派遣について合意しており、か

かる合意に基づき、当社は、平成 29 年６月 20 日開催予定の第 83 期定時株主総会において、CCC が指名する

者３名を取締役候補者に含む取締役選任議案を提出する予定です。 

 

５．資本業務提携先の相手先の概要 

 下記「Ⅱ.第三者割当による新株式の発行について ６.割当予定先の選定理由等 （１）割当予定先の概

要」をご参照ください。 
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６.資本業務提携の日程 

（１） 本資本業務提携に係る取締役会決議日 平成29年５月15日 

（２） 資本業務提携契約締結日 平成29年５月15日 

（３） C C C が 株 主 か ら 当 社 株 式 を 取 得 平成29年６月１日（予定） 

（４） 本 第 三 者 割 当 の 払 込 期 日 平成29年６月１日（予定） 

７.今後の業績見通し 

下記「Ⅱ.第三者割当による新株式の発行について ８.今後の見通し」をご参照ください。 

 

Ⅱ.第三者割当による新株式の発行について 

１．募集の概要 

（１） 払 込 期 日 平成29年６月１日 

（２） 発 行 新 株 式 数 普通株式3,000,000株 

（３） 発 行 価 額 1株当たり701円 

（４） 調 達 資 金 の 額 2,103,000,000円 

（５） 募集又は割当方法 

（ 割 当 予 定 先 ） 
第三者割当の方法によります。 

（６） 
そ の 他 

上記各号については、金融商品取引法に基づく有価証券届出書の効力発生

を条件とします。 

 

２．募集の目的及び理由 

割当予定先である CCC に対する本第三者割当の目的および理由は上記「Ⅰ．本資本業務提携の概要 １.資

本業務提携の目的と理由」に記載のとおりであります。 

当社とCCCは、今後当社グループにおける事業戦略の更なる進化に向けた取り組みを加速させるため、本資

本業務提携を決議いたしました。当社とCCCは、業務提携に関わる協議の過程で、当社の収益力を中長期的に

高めていくためには、CCC からライフスタイル提案、データベース活用及び新たなサービス開発に長けた人材

を受け入れるとともに、イメージングサービスの収益性向上及び付加価値化のためのデータベースや写真スト

レージの構築、新業態開発等を進めていくことが喫緊の課題であり、そのための安定的な資金を確保すること

が必要であるとの結論にいたりました。 

当社は、資金調達の方法として借入金や公募増資等、多面的に検討いたしましたが、本件業務提携により行

う施策はリスクを伴うものであり、本業務提携の実効性と提携関係の強化をより促進させることが適切である

との観点から、CCCに対する第三者割当による資金調達が最適であると判断いたしました。 

なお、下記「６．割当予定先の選定理由等 （３）割当予定先の保有方針」に記載のとおり、CCC は本第三

者割当により取得する株式を中長期的なパートナーシップの構築に向け中長期的に保有する方針であることを

確認しており、本第三者割当による株式は株式市場へ流出しないと考えられるため、本第三者割当による流通

市場への影響は軽微であると考えております。 

  

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額 

① 払 込 金 額 の 総 額 2,103,000,000円 

② 発 行 諸 費 用 の 概 算 額 20,000,000円 

③ 差 引 手 取 概 算 額 2,083,000,000円 

（注）１ 発行諸費用の概算額には消費税等は含まれておりません。 

   ２ 発行諸費用に含まれる主なものは、弁護士費用、フィナンシャルアドバイザリー費用、登記費用等

であります。 
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（２）調達する資金の具体的な使途 

 具体的な使途 金 額（百万円） 支出予定時期 

① 

既存イメージングビジネスの収益性向上及び付

加価値化のためのブランディング及びシステム

投資 

1,000 
平成29年６月～ 

平成31年３月 

② 店舗網の再構築及び新業態開発の費用 700 
平成29年６月～ 

平成31年３月 

③ 
新商品・サービス・新ビジネスモデルの開発・

展開にかかる費用 
383 

平成30年４月～ 

平成32年３月 

（注）１ 既存イメージングビジネスの収益性向上及び付加価値化のためのブランディングとして、リアル
店舗全店を対象に、シーズンごとのテーマを活かした店舗ディスプレイを行うことに５億円の使
用を検討しております。また、システム投資については、モバイル端末等から簡単にご利用頂け
るサービスの構築及び写真関連アプリケーション開発に５億円の使用を検討しております。 

２ 店舗網の再構築及び新業態開発の費用については、店舗ドミナントの見直しと再配置に２億円、
あわせて次世代店舗の開発と出店に５億円を使用する予定です。 

３ 新商品・サービス・新ビジネスモデルの開発については、両社のシナジーを最大限に活かすこと
を念頭に、リアル店舗とＥＣの相乗効果を最大限活かせる仕組みの開発を進めるため、約４億円
を使用する予定です。 

４ 調達資金を実際に支出するまでは、銀行口座にて管理いたします。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

 上記「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 （２）調達する資金の具体的な使途」に記載のとお

りの使途に充当することにより、当社の企業価値及び株式価値向上に繋がるものと考えており、本第三者割当

の資金使途については合理性があるものと考えております。 

 

５．発行条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

発行価格は、当社が平成 29 年 5 月 9 日に「業績予想の修正に関するお知らせ」を公表しているため、当該

業績予想修正公表の翌営業日である平成29年5月10日から、本第三者割当に係る取締役会決議日（以下「本

取締役会決議日」という。）の直前営業日である平成 29 年 5 月 12 日までの直前３営業日の株式会社東京証券

取引所第二部市場における当社普通株式の終値単純平均値701円といたしました。 

発行価格の算定方法について直前３営業日の終値単純平均値を採用した理由は、当社普通株式の市場におけ

る取引高が少なく、特定の一時点を基準にするよりも一定期間の平準化された株価を採用した方が、一時的な

株価変動の影響などの特殊要因を排除でき、客観性が高いと判断したためです。また、一定期間として当該３

営業日を採用した理由は、当該期間における株価が当社の平成 29 年３月期の連結業績予想の修正を織り込ん

だかたちで形成されていると考えられることから、当社の企業価値を適切に反映しているものと判断されるた

めです。 

当該発行価額につきましては、本第三者割当増資に係る取締役会決議日(以下「本取締役会決議日」といい

ます。)の直前営業日である平成 29 年５月 12 日における株式会社東京証券取引所が公表した当社普通株式の

終値702円、本取締会決議日の前営業日までの直前１か月間（平成29年４月13日から平成29年５月12日）

の各取引日の終値単純平均698円(円未満四捨五入。終値平均値の計算において以下同じです。)、直前３か月

間（平成 29 年２月 13 日から平成 29 年５月 12 日）の各取引日の終値単純平均 736 円、直前６か月間（平成

28 年 11 月 14 日から平成 29 年５月 12 日）の各取引日の終値単純平均 762 円を勘案し、割当予定先と協議・

交渉を経たうえで決定したものです。 

なお、上記発行価格 701 円は、本取締役会決議日の直前営業日の終値 702 円に対し 0.14％のディスカウン

ト、本取締役会決議日の直前１ヶ月間の終値平均値 698 円に対し 0.43％のプレミアム、本取締役会決議日の

直前３ヶ月間の終値平均値 736 円に対し 4.76％のディスカウント、本取締役会決議日の直前６ヶ月間の終値

平均値762円に対し8.01％のディスカウントになります。 
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また、当該発行価格は、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」にも準拠する範囲のも

のであることから、特に有利な発行価格に該当しないものと判断しております。 

なお、平成29年５月15日開催の上記取締役会に出席した監査役６名(うち社外監査役３名)全員より、当該

発行価額は日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」にも準拠する範囲のものであり、当社

を取り巻く事業環境、直近の業績動向、昨今の株式市場の動向、当社の株価変動等を総合的に勘案して、割当

予定先に特に有利ではない旨の意見を得ております。 

 

（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本第三者割当により増加する株式数は 3,000,000 株(議決権数 30,000 個)であり、発行済株式総数の

16.74％(平成 29 年３月 31 日現在の議決権総数 178,874 個に対する割合は 16.77％)に相当し、これにより一

定の希薄化が生じることとなります。 

しかしながら、本第三者割当は、当社にとって割当予定先との関係強化を伴うものであることから、今後の

成長基盤の確立と企業価値の向上に資するものとして、発行数量及び希薄化の規模においても、合理性がある

ものと考えております。 

 

６．割当予定先の選定理由等 

（１）割当予定先の概要 

（１） 名 称 カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社 

（２） 所 在 地 大阪府大阪市北区梅田２丁目５番25号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長兼CEO 増田 宗昭 

（４） 
事 業 内 容 

TSUTAYA、TSUTAYA DISCAS、Ｔカード等のプラットフォームを通じてお客

様にライフスタイルを提案する企画会社 

（５） 資 本 金 100百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 55 年 １ 月 31 日 

（７） 発 行 済 株 式 数 １億7,093万 0,414 株 

（８） 決 算 期 ３月 

（９） 
従 業 員 数 

3,727人（連結ベース 平成29年４月１日時点）※契約・嘱託社員、ア

ルバイト除く 

（10） 主 要 取 引 先 株式会社ＭＰＤなど 

（11） 主 要 取 引 銀 行 みずほ銀行、三井住友銀行 

（12） 大株主及び持株比率 増田 宗昭    50.10% 

（13） 当事会社間の関係  

 
資 本 関 係 

当社普通株式1,000,100株（発行済株式総数の5.58％）を保有しており

ます。 

 
人 的 関 係 

割当予定先の子会社の取締役が、当社子会社の取締役を兼務しておりま

す。 

 

取 引 関 係 

当社連結子会社の株式会社ビコムキタムラが、割当予定先の子会社のフラ

ンチャイジーとしてDVDやCDのレンタルを中心とした「TSUTAYA」事業を

行っております。また、当社及び株式会社ビコムキタムラがＴポイントの

加盟店として取引しております。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の関係

者及び関係会社は、当社の関連当事者には該当しません。 

（14） 最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成26年３期 平成27年３月期 平成28年３月期 

 連 結 純 資 産 61,238 91,380 87,120

 連 結 総 資 産 224,282 283,037 279,181
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 連 結 売 上 高 195,914 200,416 239,233

 連 結 営 業 利 益 10,157 10,322 11,726

 連 結 経 常 利 益 10,675 17,976 18,577

 
親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
4,495 13,151 5,353

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

 

※割当予定先であるCCCからは、同社が暴力若しくは威力を用い、又は詐欺その他の犯罪行為を行うことに

より経済的利益を享受しようとする個人、法人その他団体（以下「特定団体等」といいます。)でないこ

と及び特定団体等と何らかの関係を有していない旨の確認書を受領しております。当社は割当予定先及

び割当予定先の株主・役員について、日経テレコン、インターネット等のメディア掲載情報を検索する

とともに、弁護士の調査レポートの内容を確認し、割当予定先が特定団体等と一切関係を有していない

と判断しました。 

なお、当社は、株式会社東京証券取引所に「割当を受ける者と反社会的勢力との関係がないことを示

す確認書（第三者割当）」を提出しております。 

 

（２）割当予定先を選定した理由 

上記「Ⅰ．本資本業務提携の概要 １.資本業務提携の目的と理由」をご参照ください。 

 

（３）割当予定先の保有方針 

本第三者割当により発行する割当新株式について、割当予定先であるCCCからは当社株式を中長期的に保有

する意向である旨を確認しております。また、CCC に対して、本第三者割当の払込期日から２年間において、

本第三者割当により発行される当社普通株式の全部又は一部を譲渡する場合には、譲渡を受けた者の氏名及び

住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価格、譲渡の理由、譲渡の方法等を直ちに当社に書面にて報告すること、及

び当社が当該報告内容等を株式会社東京証券取引所に報告すること並びに当該報告内容が公衆縦覧に供される

ことにつき、確約書を取得する予定であります。 

 

（４）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

当社は、割当予定先であるCCCの払込みに要する財産の存在について、直近の決算書及びヒアリング等によ

り、現預金の残高、純資産、総資産等を確認した結果、本第三者割当増資の払込みに要する資金の確保はある

ものと判断しております。 

 

７．募集後の大株主及び持株比率 

募集前（平成29年３月31日現在） 募 集 後 

株式会社キタマサ 12.32％ カルチュア・コンビニエンス・クラブ 

株式会社 

29.68％

富士フイルム株式会社 9.49％ 富士フイルム株式会社 8.13％

カルチュア・コンビニエンス・クラブ 

株式会社 

5.58％ キタムラ従業者持株会 4.78％

キタムラ従業者持株会 5.58％ 株式会社四国銀行 4.01％

株式会社四国銀行 4.69％ キヤノンマーケティングジャパン 

株式会社 

3.54％

キヤノンマーケティングジャパン 

株式会社 

4.13％ 株式会社高知銀行 2.54％

株式会社高知銀行 2.97％ 株式会社みずほ銀行 1.72％

株式会社みずほ銀行 2.01％ 東京海上日動火災保険株式会社 1.72％

東京海上日動火災保険株式会社 2.00％ 株式会社ニコン 1.71％
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株式会社ニコン 2.00％ 北村正志 1.58％

（注）１ 平成29年３月31日現在の株主名簿を基準として記載しております。 
２ 上記表は、「Ⅲ.株式の売出し」に記載している売出しを反映させた数値となります。 

 

８．今後の見通し 

 本件に伴う業績への影響等につきましては、その概要が判明し次第、必要に応じて速やかにお知らせいたし

ます。 

 

９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本件第三者割当は、① 希薄化率が２５％未満であること、② 支配株主の異動を伴うものではないこと（新

株予約権又は取得請求権すべてが権利行使された場合であっても、支配株主の異動が見込まれるものではない

こと）から、東京証券取引所の定める上場規程第４３２条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思

確認手続きは要しません。 

 

10．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期 

連 結 売 上 高 153,174百万円 154,219百万円 141,322百万円

連 結 営 業 利 益 1,620百万円 946百万円 △1,231百万円

連 結 経 常 利 益 1,898百万円 1,144百万円 △1,069百万円

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
449百万円 70百万円 △1,991百万円

１株当たり連結当期純利益 25.14円 3.92円 △111.31円

１ 株 当 た り 配 当 金 20.00円 20.00円 10.00円

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 1,093.96円 1,072.64円 951.79円

 

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成29年３月31日現在） 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 17,918,252株 100％ 

現時点の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
－株 －％ 

下限値の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
－株 －％ 

上限値の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
－株 －％ 

 

（３）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期 

始  値 655円 761円 821円

高  値 819円 868円 821円

安  値 626円 738円 741円

終  値 771円 817円 742円

 

 

 

 



8 
 

② 最近６か月間の状況 

 平成28年11月 平成28年12月 平成29年１月 平成29年２月 平成29年３月 平成29年４月

始  値 788円 787円 810円 780円 765円 741円

高  値 790円 808円 812円 798円 770円 745円

安  値 762円 783円 760円 745円 741円 681円

終  値 789円 808円 781円 768円 742円 702円

 

③ 発行決議日前営業日における株価 

 平成29年５月12日 

始  値 700円

高  値 703円

安  値 700円

終  値 702円

 

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

該当事項はありません。 

 

11．発行要項 

（１）発行新株式数 3,000,000株 

（２）発行価額 701円 

（３）発行価額の総額 2,103,000,000円 

（４）増加する資本金 1,051,500,000円 

（５）増加する資本準備金 1,051,500,000円 

（６）募集方法 第三者割当 

（７）申込期間 平成29年５月31日～６月１日 

（８）払込期日 平成29年６月１日 

（９）割当先及び割当て株式数 カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社 3,000,000株 

（１０）その他 
本件第三者割当に関しましては、金融商品取引法による有価証券届出

書の提出にかかる届出書の効力発生を条件としております。 

 

Ⅲ.株式の売出し 

１. 売出要領 

（１） 売 出 株 式 数 当社普通株式2,207,800株 

（２） 売 出 価 格 １株当たり701円 

（３） 売 出 価 額 の 総 額 1,547,667,800円 

（４） 売出株式の所有者 

及 び 売 出 株 式 数 
株式会社キタマサ 2,207,800株 

（５） 売 出 方 法 株式会社キタマサによるCCCに対する当社普通株式の譲渡 

（６） 申 込 期 日 平成29年５月15日 

（７） 受 渡 期 日 平成29年６月１日 

（８） 申 込 証 拠 金 該当事項はありません。 

（９） 申 込 株 式 数 単 位 該当事項はありません。 

（10） そ の 他 上記各号については、金融商品取引法の定める手続きに則っております。

（注）上記の売出価格については、上記(5)に記載の当事者間において協議のうえ、決定されております。 
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２．売出しの目的 

本資本業務提携に伴い、CCC と株式会社キタマサとの間で当社株式を市場外の相対取引により譲渡する契約

が締結されたことから、関係法令の定める手続に則り、売出しにより譲渡を行うことを目的とするものであり

ます。 

 

Ⅳ．主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社の異動 

１．異動が生じた経緯 

 株主からの株式取得及び本第三者割当により、割当予定先であるCCCは当社の主要株主である筆頭株主及び

その他の関係会社に該当する見込みです。 

  

２.異動する株主の概要 

 （１）新たに主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社となる者 

上記「Ⅱ．第三者割当による新株式の発行について ６．割当予定先の選定理由等（１）割当予定先の概

要」をご参照ください。 

（２）主要株主である筆頭株主に該当しなくなる者 

（１） 名 称 株式会社キタマサ 

（２） 所 在 地 神奈川県川崎市麻生区上麻生２－３５－５ 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 北村 正志 

（４） 事 業 内 容 有価証券の保有並びに運用業務 

（５） 資 本 金 10百万円 

 

３.異動前後における当該株主の所有する議決権の数（所有株式数）及び総株主の議決権の数に対する割合 

（１）新たに主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社となる者 

カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社 

 属性 

議決権の数 

所有株式数 

（議決権所有割合※） 
大株主順位

直接所有分 合算対象分 合計 

異 動 前 

（平成29年３月

31日現在） 

－ 

10,001個 

1,000,100株 

（5.59％） 

－ 

10,001個 

1,000,100株 

（5.59％） 

第３位 

異 動 後 

主要株主である筆

頭株主及びその他

の関係会社 

62,079個 

6,207,900株 

（29.72％） 

－ 

62,079個 

6,207,900株 

（29.72％） 

第１位 

 

（２）主要株主である筆頭株主に該当しなくなる者 

株式会社キタマサ 

 属性 

議決権の数 

所有株式数 

（議決権所有割合※） 
大株主順位

直接所有分 合算対象分 合計 

異 動 前 

（平成29年３月

31日現在） 

主要株主である筆

頭株主 

22,078個 

2,207,811株 

（12.34％） 

－ 

22,078個 

2,207,811株 

（12.34％） 

第１位 

異 動 後 － 

0個 

11株 

（0％） 

－ 

0個 

11株 

（0％） 

－ 
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※ 議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数 30,852株 

平成29年３月31日現在の発行済株式総数         17,918,252株 

 

４.異動予定年月日 

 平成29年６月１日 

 

５.今後の見通し 

 上記「Ⅱ.第三者割当による新株式の発行について ８．今後の見通し」をご参照ください。 

 

以 上 


